別記様式第１号（第９条関係）　その２

鉱業所の新設または工場等の新・増設計画書
１　目的及び事業の概要（当該新設または増設に係るもの）
２　主要製品名（当該新設または増設に係るもの）
３　投資額の内訳
	種別
	数量
	金額
	備考

	建物
構築物
機械及び装置
そ　 の　 他
	
	円
	建設着手
　　 年　　月　　日

	合計
	
	
	

	土地
	
	
	


注１　数次にわたる工場等の増設にあっては、２年次以降を別葉として記載のこと。
注２　所得税法施行令（昭和40年政令第96号）第６条第１号から第７号までに掲げる固定資産別に記入すること。
(１)　建物及びその付属設備（暖冷房設備、照明設備、通風設備、昇降機その他建物に付属する設備をいう。）
(２)　構築物（ドック、橋、岸壁、さん橋、軌道、貯水池、坑道、煙突その他土地に定着する土木設備または工作物をいう。）ただし、販売のための事務所及び福利厚生のための売店、理容所、会館、寄宿舎等の建物を除く。
(３)　機械及び装置
(４)　船舶
(５)　航空機
(６)　車両及び運搬具。ただし、乗用自動車を除く。
(７)　工具、器具及び備品。ただし、事務用備品を除く。
注３　「備考」の欄には、建物の構造形式、機械の形式、性能等を記入すること。
４　所要資金調達計画（金融機関別、年度別）
５　操業開始後５年間の生産計画（増設の場合にあっては、既設と増設とを区分すること。）
６　所要電力及び用水（契約電力、月間及び年間の使用電力見込み、用水については１日の使用量、水源等について記入すること。）
７　生産工程の概要
８　職種別従業者数
	職種
雇用者
	
	
	
	
	
	計

	
	男
	女
	男
	女
	男
	女
	男
	女
	男
	女
	

	操業開始時の常時雇用者数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　「操業開始時の常時雇用者数」の欄には、新規雇用者（技術習得のため本社等で訓練を受けている者を含み、市内の同一企業内での配置換えの者及び代表権を持つ会社役員は含まない。）の数を記入すること。
注２　増設の場合にあっては、増設に係る新規雇用者の数を記入すること。
９　主要原材料及びその調達計画
10　事業収支計画
その他の添付書類
１　鉱業所または工場等見取図
(１)　鉱業所または工場等位置図
(２)　鉱業所または工場等内配置図
(３)　鉱業所または工場等内設備配置図
２　生産工程図
３　公害関係法令及び北海道公害防止条例（昭和46年北海道条例第38号）の規定による届出を要することとされている場合にあっては、当該届出書の写し
４　法人にあっては、次の事項を記載した書類
(１)　会社設立年月日
(２)　資本金
(３)　会社の沿革及び現況
(４)　既存の鉱業所または工場等の所在地、名称、生産能力(試験研究施設については記入不要)、従業者数等
(５)　最近２期の事業報告、貸借対照表及び損益計算書
(６)　定款
５　鉱業所にあっては、鉱業法（昭和25年法律第289号）第63条第２項の規定により認可された施業案の写し
６　その他参考となるもの
